
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※北陸地方整備局ホームページの「北陸地方整備局 i-Construction」 

（http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/i_Construction/hokuriku_ict.html）より、 

 募集資料をダウンロードできます。 

 

同時資料配付記者クラブ 

 管内各種専門紙 

 新潟県政記者クラブ 

 新県政記者クラブ 

富山県政記者クラブ 

 石川県政記者クラブ 

 

【問い合わせ先】 

  国土交通省 北陸地方整備局 TEL 025-280-8880（代） 

    企画部 技術管理課長 松永 和彦（内線3311） 

              技術検査官  瀧澤 秀則（内線3121） 

 

技術シーズを公募します 
i-Construction 推進コンソーシアム「技術開発・導入WG」 

 
国土交通省では、建設現場の生産性向上を図る「i-Construction」の推進により、

誰でも働きやすい現場を目指しています。そのため、新技術を建設現場に取り入れる

ことを目的に産学官が連携した i-Construction 推進コンソーシアム「技術開発・ 

導入ＷＧ」を設立しています。 

「技術開発・導入ＷＧ」では、これまで企業間連携を推進することを目的に、建設現

場のニーズと技術シーズをマッチングさせる取組を行ってきています。 

マッチングは、昨年度までは国土交通本省で実施しておりますが、今年度からは、

地域においても企業間連携の推進を図ることを目的に、地方整備局でも実施するこ

ととなり、今般、北陸地方整備局における現場ニーズについて、技術シーズの公募を

行います。 

１． 公募期間 平成３１年２月２０日（水）～平成３１年３月７日（木） 

２．募集資料 ① 募集要領 、作成要領 

     ② 現場ニーズ概要表（別紙） 

 

平成３１年２月２０日 
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「現場ニーズに対応する新たな技術（シーズ）」に関する公募 募集要領 

 

１．公募の目的 

本公募は、「i-Construction 推進コンソーシアム」（以下「コンソーシアム」という。）の規約等に

基づき、現場において解決したい課題（以下「ニーズ」という。）に対して、その課題を解決できる

新たな技術（以下「シーズ」という。）を募集するものである。 

 

２．公募技術 

（１）対象技術 

国土交通省北陸地方整備局管内の事務（管理）所等より収集されたニーズ（別紙、現場ニーズ

概要表）に対して、マッチングできるシーズに成り得る可能性のある技術とする。 

（２）応募技術の条件等 

応募技術に関しては、以下の条件を満たすものとする。 

１）新技術情報提供システム（以下「ＮＥＴＩＳ」という。）に登録されていない技術であること。 

なお、以前登録されていた技術も対象外とする。 

２）マッチングの可否についての選定等の過程において、選定等に係わる者に対して、応募技術の

内容を開示しても問題がないこと。 

３）応募技術を公共事業に活用する上で、関係法令に適合していること。 

４）選定された応募技術について、技術内容及び試験結果等を公表するので、これに対して問題が

生じないこと。 

５）応募技術に係わる特許権等の権利について問題が生じないこと。 

６）「３．応募資格等」を満足すること。 

 

３．応募資格等 

（１） 応募者 

１）応募者は、以下の２つの条件を満足するものとする。 

・応募者自らが応募技術の開発を実施した「個人」又は「民間企業」又は「大学等の研究機関」

であること。 

・応募技術を基にした業務を実施する上で必要な権利及び能力を有する「個人」又は「民間企業」

又は「大学等の研究機関」であること。 なお、行政機関(＊１)、特殊法人（株式会社を除く）、

公益法人及び大学法人等（以下「行政機関等」という）については、新技術を率先して開発、

活用または普及する立場にあり、選定された技術を各地方整備局等の業務で活用を図る場合の

実施者（受注者）になり難いことから、自ら応募者とはなれないが、（２）の「共同開発者」

として応募することができるものとする。 

(＊１)：「行政機関」とは、国及び地方公共団体とそれらに付属する研究機関等の全ての機関を指す。 

２）予算決算及び会計令第７０条（一般競争に参加させることができない者）、第７１条（一般競

争に参加させないことができる者）の規定に該当しない者であること。並びに警察当局から、暴

力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通省発注工事等からの

排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 
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（２）共同開発者 

１）申請する共同開発者は、応募技術の開発に関して参画された「個人」や「民間企業」、「大学等

の研究機関」、「行政機関等」とする。 

 

４．応募方法 

（１）資料の作成及び提出 

応募資料は、別添応募資料作成要領に基づき作成し、提出方法は E-mail とする。なお、５ＭＢ

を超える場合は電子媒体（ＣＤ－Ｒ）または紙とし郵送により提出するものとする。 

（２）提出（郵送）先 

〒950-8801 新潟県新潟市中央区美咲町 1-1-1（新潟美咲合同庁舎 1号館） 

国土交通省 北陸地方整備局 企画部 技術検査官 宛 

ＴＥＬ： 025-280-8880 

E-mail： takizawa-h82ac＠mlit.go.jp 

 

５．公募期間 

平成 31 年 2月 20日（水）～平成 31年 3月 7日（木） 

（最終日は、E-mail による提出の場合、17：00 まで受付を行う。郵送により提出の場合は、当日

消印有効とする。） 

※今回の公募期間終了以降も、随時受け付けるものとし、受け付けた技術については、 次回以降

のマッチング対象とする。 

なお、提出（郵送）先は、４．応募方法（２）提出（郵送）先とする。 

 

６．技術の選定に関する事項 

（１）選定にあたっての前提条件 

１）公募技術、応募資格の条件等に適合していること。 

  ２）応募方法、応募書類及び記入方法に不備がないこと。 

 

７．個別調整 

提案されたシーズについて、ニーズ提案事務（管理）所及び事務局と協議の上、マッチングの可能

性があると判断された場合は、ニーズ提供者、シーズ提供者及び事務局による個別調整を実施し、最

終的なマッチングの可能性の可否について確認を行う。 

 

８．応募結果の通知・公表について 

マッチング終了後、個別調整を経て最終的にシーズとして選定した技術については、下記のとおり

選定結果等を通知する。 

（１）選定結果 

応募者に対して選定されたか否かについて文書で通知する。申請する共同開発者には選定結果の

通知は行わない。 
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（２）選定結果の公表 

選定された技術はホームページで公表する。 

（３）選定通知の取り消し 

選定の通知を受けた者が次のいずれかに該当することが判明した場合は、通知の全部または一部

を取り消すことがある。 

・選定の通知を受けた者が、虚偽その他不正な手段により選定されたことが判明したとき。 

・選定の通知を受けた者から取り消しの申請があったとき。 

・その他、選定通知の取り消しが必要と認められたとき。 

 

９．現場試行 

マッチング終了後、原則として、ニーズ提供者の現場において現場試行を実施する。 

試行結果は、試行結果報告書に整理して提出するものとする。なお、試行結果報告書の様式及び試

行結果の提出期限は、別途通知する。 

 

10．費用負担 

（１）応募資料の作成及び提出に要する費用、現場試行を実施する費用は、応募者の負担とする。 

（２）現場試行以外に、ニーズを解決するための試験・調査等に係る費用は、応募者の負担とする。 

（３）国土交通省関係者が立会確認を行う場合、立会者に要する費用は国土交通省で負担する。 

 

11．その他 

（１）応募された資料は、技術選定以外に無断で使用することはない。 

（２）応募された資料は返却しない。 

（３）選定の過程において、応募者には応募技術に関する追加資料の提出を依頼する場合がある。 

（４）募集内容に関する問い合わせに関しては以下の通りとする。 

 １）問い合わせ先 

〒950-8801 新潟県新潟市中央区美咲町 1-1-1（新潟美咲合同庁舎 1号館） 

国土交通省 北陸地方整備局 企画部 技術検査官 宛 

ＴＥＬ： 025-280-8880 

E-mail： takizawa-h82ac＠mlit.go.jp 

２）期間：平成 31年 2月 20日（水）～平成 31年 3月 7日（木） 

（土・日・祝休日を除く平日 9：30～17：00までとする。但し 12：00～13：00は除く。） 

３）受付方法： E-mail（様式自由）にて受付する。 

－以上－ 
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「現場ニーズに対応する新たな技術（シーズ）」に関する公募 資料作成要領 

 

１． 応募に必要な書類 

 応募にあたっては、以下の資料が必要となる。様式については、国土交通省北陸地方整備

局のホームページ（http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/i_Construction/hokuriku_ict.html）

よりダウンロードすることができる。 

応募書類に使用する言語は日本語とする。やむを得ず他国の資料を提出する場合は、日本語

で解説を加えること。 

① 「現場ニーズに対応する新たな技術（シーズ）」申請書 （様式－１） 

② 技術概要書 （様式－２） 

③ 添付資料 （任意） 

④ 電子データ（様式－１，様式－２及び添付資料）・・・1 式 

※ 提出資料①、②はＡ４版とすること。ただし、③添付資料は原則Ａ４版とするが、パ

ンフレット等でＡ４版では判読できない等の不都合が生じる場合は、この限りではな

い。また、③添付資料には通し番号を記載すること。 

※ 選定にあたって、新たに必要となった資料の提出等を応募者に求めることがある。 

※ ①、②、③はまとめて１部とし、左上角をクリップ等で留め、合計３部（正１部、 副

２部）提出すること。なお、④は１部提出すること。 

 

２．各資料の作成要領 

（１）「現場ニーズに対応する新たな技術（シーズ）」申請書(様式－１) 

 １）応募者は、応募技術を中心となって開発した「個人」又は「民間企業」又は「大学等の

研究機関」とする。応募者が「個人」の場合は、所属先と役職並びに氏名を記入の上、

本人の印を押印すること。 

 また、応募者が「民間企業」又は「大学等の研究機関」の場合は、企業名又は機関名

とその代表者の役職並びに氏名を記入の上、代表者の公印を押印すること。 

申請書のあて先は、「国土交通省 北陸地方整備局長 宛」とする。 

２）「１．技術名称」は、３０字以内でその技術の内容及び特色が容易に理解できるものと

し、商標等も記載すること。 

３）「２．窓口担当者（選定結果通知先等）」は、応募にあたっての事務窓口・連絡担当者

１名を記入すること。 応募者が複数の場合は、応募者毎に窓口担当者１名を列記するも

のとするが、応募者の代表は最初に記載するものとする。 

なお、応募者が複数の場合は、選定結果の通知は、代表の窓口に送付する。 

４）「３．共同開発者（個人・民間企業・大学等の研究機関・行政機関等）」は、共同開発

を行った応募者以外の個人や民間企業、大学等の研究機関、行政機関等について記載す

ること。 

なお、共同開発者がいない場合は記載しなくてよい。 
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（２）技術概要書 （様式－２） 

１）技術の概要を２００字以内で簡潔に記載すること。 

２）技術の詳細は、以下の目次構成にしたがって記載すること。 

① 応募技術の特徴 

応募技術の特徴について、箇条書きで簡潔に記載すること。 

なお、必要であれば参照資料を添付し、参照する資料の番号、ページを記載すること。 

② 応募技術が画期的な点 

応募技術が従来の技術等と比べて画期的な技術である点を、箇条書きで簡潔に記載す

ること。 

なお、必要であれば参照資料を添付し、参照する資料の番号、ページを記載すること。 

③ 応募技術を使用する場合の条件（注意）等 

応募技術を使用する現場または施工者の条件、あるいは使用する場合の注意点等があ

れば、箇条書きで具体的に記載すること。  

また、応募技術を現場で使用する場合の作業状況が判る写真、模式図、図面等があ

れば、参照資料として添付し、参照する資料の番号、ページを記載すること。 

なお、現場作業時に特別な設備や装置、または資格等が必要な場合は、それらがわ

かるような図を必ず添付資料に含めること。 

④ 活用効果 

従来技術に対する優位性、および活用した場合に期待される効果（想定でも可）を

箇条書きで簡潔に記載すること。 

⑤ 特許取得情報 

特許取得情報は、応募技術の実施に必要な特許及び実用新案等の情報に関して、「有

り、出願中、出願予定、無し」より選択すること。 

⑥ 建設技術審査証明等 

応募技術が過去に建設技術審査証明事業における審査証明書、または民間開発建設

技術の技術審査･証明事業認定規定（昭和 62 年建設省告示 1451 号）に基づく審査証

明書を取得されている場合は必要事項を記載すること。 

また、応募技術が過去に建設技術評定規定（昭和 53 年建設省告示 976 号）、または

港湾に係わる民間技術の評価に関する規定（平成元年運輸省告示第 341 号）に基づい

た評価等を取得されている場合は必要事項を記載すること。 

⑦ 表彰経歴（参考） 

応募技術が過去に他機関で実施されている表彰制度等で表彰を受けている場合は、

表彰制度名、受賞名及び受賞年を記載すること。 

なお、この項目は参考のため使用し、選定・評価に影響はない。 

⑧ 施工実績（参考） 

応募技術のこれまでの施工実績件数をそれぞれの機関毎に記載すること。 

なお、この項目は参考のため使用し、選定・評価に影響はない。 

⑨ 添付資料一覧（参考） 

添付する資料名を本様式に記載すること。 
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なお、以下の添付資料－1 は、応募技術のパンフレット等を作成している場合は添

付すること。添付資料－２～４は、該当する場合には必ず添付すること。添付できな

い場合は、その理由を添付資料名の欄に記載すること。 

・添付資料－１：応募技術のパンフレット（参考） 

・添付資料－２：特許等の公開・公告された写し（特許等を取得している場合）公開

特許公報のフロントページ（特許番号、発明の名称が記載されてい

るページ）のみコピーすること。（参考） 

・添付資料－３：公的機関の評価等の写し（技術審査証明･技術評価等を取得してい

る場合）（参考） 

・添付資料－４：表彰経歴（表彰経歴がある場合）（参考） 

上記添付資料も含め、応募する際の各添付資料の枚数は A４版各

10 枚（パンフレット等で片面コピーでは機能が維持できない場合

を除き片面コピーを原則とする）程度とする。 

なお、各添付資料の先頭に表中の添付資料番号（例：添付資料－１）をつけること。 

ただし、添付資料－１～４の中で該当する資料がない場合で、その他の資料を添付す

る場合は、添付資料－５から順に添付資料番号をつけるものとし、添付資料番号を繰

り上げないこと。 

（３）添付資料（任意） 

その他、応募技術の説明に必要な資料があれば添付すること。 
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様式－１

「現場ニーズに対応する新たな技術（シーズ）」申請書

平成 年 月 日

国土交通省　北陸地方整備局長　殿

応募者名：　 
印

所在地：〒 -

電話：　 － －

記

ふりがな

１． 技術名称：

（副題）　：

２． 窓口担当者 （選定結果通知先等）

法人名：

所　 属：

役　 職：

氏　 名：

所在地：

電　 話：

Ｆ Ａ Ｘ：

E-Mail：

３． 共同開発者

法人名等：

　下記の技術を「現場ニーズに対応する新たな技術（シーズ）」として応募します。

31
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様式－２

　技術の詳細 ① 応募技術の特徴

　　 箇条書き ・

　　 または ・

　　 参考資料番号・ ・

　　 頁を記入

② 応募技術が画期的な点

・

・

・

③ 応募技術を使用する場合の条件（注意）など

・

・

・

④ 活用効果

・

・

・

 ←プルダウン選択 取得年

取得年

証明機関

証明年 年

【参考】

 ←プルダウン選択 受賞年度： 年度

件　 　民間： 件

特許

実用新案

制度の名称

番号

年

件　　　　その他公共機関：国土交通省：

表彰制度名：

受　賞　名　：

　技術の概要
　（200字以内）

公募ニーズ名

　　　ふりがな

　技術名称

　（副題）

⑦ 表彰経歴

⑧ 施工実績

⑥ 建設技術審査

　　証明等

⑤ 特許等の

　　取得状況

技　　術　　概　　要　　書

年
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⑨ 添付資料一覧 様式以外の添付資料の一覧

　※この様式は、今回の審査の参考として用いるものであり、無断で他の目的に使用することはありません。

添付資料－２

添付資料－３

添付資料－４

添付資料－１



別　　紙

小分類 ニーズ ニーズ概要

道路・交通施設の状況を
簡便に把握する技術

「地吹雪等による視界不良を自動検知し視線誘
導する技術」

・地吹雪や霧等の視界不良時は道路の位置や線形等がわからなくなり、多重事故の原因となる。
　以上のことから、視界不良時を自動で感知し、道路の位置や線形等をLED等で発光表示する視線誘導標など、安全な通行が確保できる技術を希望します。

「CCTV画像処理により冬期登坂不能車情報を
自動観測・整理できる技術」

・冬期の積雪時において、毎年のように、登坂不能車を先頭にした立ち往生が発生し、交通障害が大きなものにおいては、社会問題としてマスコミ等で取り上げられ
ている。
・立ち往生の規模の大小は、登坂不能車の発生を如何にして早く発見して、支障のないところに移動させるなどの対応までのスピードにかかっている。
・現状の登坂不能車の発見方法は、ＣＣＴＶカメラをスクロールし、情報管理員（委託）等が目視で確認しているものである。
・スクロールや人による目視では、早期の発見に時間が掛かったり、見逃しが発生している。そこで、早期に発見できる技術開発が必要である。
・場所・時間・台数・車種・渋滞延長をCCTV画像処理による自動観測・整理出来ないか。
以上のことから、CCTV画像処理による冬期の登坂不能車情報（場所・時間・台数・車種・渋滞延長等）を自動観測・整理できる技術を希望します。

「遠望から構造物の変状を容易に且つ詳細に
把握
できる非破壊技術」

・建設から４０年が経過しているダムにおいて、本年７月に本体下流側法面天端付近から３０㎝程度のコンクリート塊が剥落し落下するという事象が発生した。その
ため、緊急的に天端付近の垂直壁を橋梁点検車を用いて打音により点検し、剥落し落下の危険性がある「浮き」についてはハンマーで落とす作業を実施した。しかし
堤体法面全体は点検・検査が出来ておらず、やろうとすれば人力によるロッククライミング方式での作業となり、危険が伴う上に費用と時間がかかってしまう。近年
は赤外線や超音波などを用いた非接触の点検手法も充実してきており、容易且つ高精度に堤体法面の劣化状況を把握する技術を求めるものである。
以上のことから、遠望から構造物の変状を非破壊による技術にて容易に且つ詳細に把握できる技術を希望します。

「堤防・護岸の変状を容易に且つ詳細に把握で
きる非破壊技術」

・堤防や護岸の機能を低下させる沈下や吸い出しなどに伴う変状点検に関しては、現在、目視、打音調査、物理探査などにより確認している。しかしながら、堤防は
築造履歴が不明なところが少なからずあり、また、護岸の形状や覆土の状況によっても確認が困難なものも存在し、堤防を開削する、護岸の一部を除去して確認する
などの方法をとっているのが現状である。
堤防・護岸の亀裂、護岸背面の空洞など、不可視部分を非破壊で迅速に確認できる新技術を活用して、早期の現状把握及び確実な対策が可能となることが期待されて
いる。
以上のことから、堤防・護岸の変状を非破壊による技術にて容易に且つ詳細に把握できる技術を希望します。

「現場状況に応じて草刈りから集積まで一体的
に作業ができる自動除草技術」

・現状の遠隔操縦式草刈機では法勾配が２割程度より緩やかな法面でしか作業が出来ない仕様となっているため、２割より急勾配な法勾配では人力（肩掛式）による除草となり、作
業の省力化が望まれている。
・河川堤防の除草において、石張部等では肩掛け式による除草を余儀なくされており、このため費用増につながっている。この解消のため、堤防勾配や地盤状況に影響されない除
草機械が望まれる。また、除草後の集草や処分にもコストを要すため、刈草から集草・処分まで一体となった機械であると良い。
・少子高齢化が進み、生産性向上が課題となっている今、人件費等のコスト縮減のため歩道部における清掃作業及び除草作業を自動で行うことが出来る機械の開発をして頂きた
い。
以上のことから、勾配や石張部など様々な現場状況に対応でき、且つ、集積まで自動で行える除草技術を希望します。

Ⅱ 作業を自動
化・効率化し
たい

維持修繕・点検作業を省
力化する技術

現場ニーズ概要表

大分類

Ⅰ 現地の状況
を把握したい



i-Construction推進コンソーシアム

調査・測量から設計・施工・維持管理までのあらゆるプロセスでICT等を活用して建設現場の生産性向
上を図る「i-Construction」を推進するため、様々な分野の産学官が連携して、IoT・人工知能（AI）な
どの革新的な技術の現場導入や、3次元データの活用などを進めることで、生産性が高く魅力的な新しい
建設現場を創出することを目的として、i-Construction推進コンソーシアムを設立。
最新技術の現場導入のための新技術発掘や企業間連携促進、３次元データ利活用促進のためのデータ標

準やｵｰﾌﾟﾝﾃﾞｰﾀ化、i-Constructionの海外展開など、i-Constructionの推進に資する取り組みを行う。

i-Construction推進コンソーシアム組織体制

国･自治体・有識者 建設関連企業

行 政
学 会
大 学

業団体
調 査
測 量

維 持
更 新

施 工設 計 IoT ﾛﾎﾞｯﾄ 金 融ＡＩ

建設分野以外の関連企業

一般公募(会員)〔 ９６０者(平成30年10月 1日現在)〕

(会員は民間企業、有識者、行政機関などを広く一般から公募)

※各ワーキングは
産学官協働で運営

技術開発・導入ＷＧ
最新先端技術の現場導入のため
の新技術発掘や企業間連携の

促進方策を検討

海外標準ＷＧ
i-Constructionの海外展開
に向けた国際標準化等に

関する検討を実施

３次元データ流通･利活用ＷＧ
３次元データを収集し、広く官民で活用するため、

オープンデータ化に向けた利活用ルールや
データシステム構築に向けた検討等を実施

企画委員会(全体マネジメントを実施) ■ 委員長 小宮山 宏

■ 会長 小宮山 宏
(株)三菱総合研究所 理事長

■ 副会長 宮本洋一
(一社)日本建設業連合会 副会長兼土木本部長

総 会組織体制
設立年月日：平成２９年１月３０日（月）

国土交通省 ： 事務局、助成、基準・制度づくり、企業間連携の場の提供など

支 援
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